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学校法人  扇 城 学 園 



　　この法人は、教育基本法及び学校教育法に従い仏教精神特に親鸞聖人のみ教えに基づく学校教育

を行い、新時代にふさわしい健全有為な人材を育成することを目的とする。

法人の名称　　　　

所　在　地　　　　

創立年月日　　　

 　（2） 建学の精神

　本学の建学の精神は「浄土真宗の精神」であります。これは単に知識教育にとどまらず、宗教的情操教育

に根ざした豊かな人格形成に主眼を置くものであります。生命の尊さを深く理解し「一人ひとりを大切にする」

という慈しみの精神を根幹に、常に我が身を省みる内省の心をもち、生かされて生きる喜び（感謝の心）に

目覚めた豊かな人間を育てます。

明治３２(１８９９)年 　梅高秀山師が中津城内に扇城女学校創立。｢仏教特に浄土真宗の教義に基づく

                         　宗教教育を施し、貞淑なる女子を育成する｣という教育目的をもって、

                           扇城女学校を創立（旧中津城三ノ丁）

明治４０(１９０７)年　梅高普行 第二代校長に就任

大正　９(１９２０)年　実科女学校の設置認可

大正１１(１９２２)年　現在の東九州龍谷高等学校地に移転（中津市大字中殿527番地)

昭和　６(１９３１)年　高等家政女学校設置（1948年まで）

昭和　７(１９３２)年　扇城幼稚園設置

昭和１１(１９３６)年　梅高普行病没、梅高祐賢 第三代理事長、校長事務取扱を兼任

昭和１２(１９３７)年　扇城高等女学校、扇城高等家政女学校設置

昭和１３(１９３８)年　創立４０周年記念式典挙行

昭和１６(１９４１)年　扇城幼稚園を廃止

昭和２３(１９４８)年　扇城中学校設置認可（2月）

昭和２３(１９４８)年　扇城高等学校設置認可（5月）

昭和２４(１９４９)年　創立５０周年記念式典挙行

昭和２６(１９５１)年　学校法人扇城学園に組織変更

昭和３４(１９５９)年　創立６０周年記念式典挙行

昭和３９(１９６４)年　創立６５周年記念式典並びに記念会堂（体育館）施工式挙行

昭和４０(１９６５)年　地域社会の強い要望により短期大学設立準備に着手

昭和４１(１９６６)年　扇城中学校を廃止

昭和４２(１９６７)年　中津女子短期大学（家政科）設置認可（中津市大字一ッ松211番地）

　　　　　　　　　　  　渋谷斌 初代学長に就任

昭和４３(１９６８)年　中津女子短期大学に幼児教育科設置

昭和４４(１９６９)年　中津女子短期大学、家政科を家政専攻と食物栄養専攻に分離

                          扇城高等学校に食物科設置（調理師養成施設の指定を受ける）

　　　　　　　　　　　　創立７０周年記念式典挙行

昭和４５(１９７０)年　梅高正行 第四代校長に就任

昭和４６(１９７１)年　梅高正行病没、梅高秀行 校長事務取扱を兼任

　　　　　　　　　　　　梅高秀行 第五代校長に就任

昭和４９(１９７４)年　創立７５周年記念式典挙行

昭和５３(１９７８)年　扇城高等学校に衛生看護科設置（准看護学校の指定を受ける）

昭和５４(１９７９)年　中津女子短期大学、家政科と幼児教育科を家政学科・幼児教育学科に名称変更

昭和５５(１９８０)年　中津女子短期大学附属幼稚園設置

　　　　　　　　　　　　梅高秀行 理事長に就任

　　　　　　　　　　　  梅高秀行 中津女子短期大学 第二代学長、附属幼稚園初代園長に就任

Ⅰ　法人の概要

　 （1） 目　　　的

学校法人　扇城学園

大分県中津市大字一ッ松211番地

昭和26年3月9日

　　(3)　学園の沿革



昭和６２(１９８７)年　重松明久 中津女子短期大学 第三代学長に就任

平成 元(１９８９)年　松本不二 扇城高等学校 第六代校長に就任

　　　　　　　　　　　　梅高秀行 中津女子短期大学 第四代学長に就任

　　　　　　　　　　　　創立９０周年、中津女子短期大学附属幼稚園創立１０周年記念式典挙行

平成　３(１９９１)年　中津女子短期大学を東九州女子短期大学に名称変更

　　　　　　　　　　　　中津女子短期大学附属幼稚園を東九州女子短期大学附属幼稚園に名称変更

                          東九州女子短期大学寄宿舎竣工

平成　４(１９９２)年　東九州女子短期大学体育館竣工

平成　６(１９９４)年　植山正胤 扇城高等学校 第七代校長に就任 

　　　　　　　　　　  　 扇城高等学校、家庭科を生活文化科に名称変更

平成　９(１９９７)年　扇城高等学校本館竣工

　　　　　　　　　　　　扇城高等学校を東九州龍谷高等学校に名称変更（男女共学）

平成１０(１９９８)年　東九州龍谷高等学校 武道場竣工

平成１１(１９９９)年　創立１００周年記念式典挙行

平成１２(２０００)年　二五田公俊 東九州女子短期大学 第五代学長に就任

平成１３(２００１)年　東九州女子短期大学の家政学科の専攻分離を廃止

平成１４(２００２)年　東九州女子短期大学から東九州短期大学へ名称変更

　　　　　　　　　　　　東九州女子短期大学附属幼稚園を東九州短期大学附属幼稚園に名称変更

平成１５(２００３)年　廣池重徳 東九州龍谷高等学校 第八代校長に就任

平成１７(２００５)年　東九州短期大学、家政学科から食物栄養学科へ名称変更

　　　　　　　　　　　　牛神寮(バレーボール部専用寮）竣工

平成１８(２００６)年　東九州短期大学、幼児教育学科棟竣工

　　　　　　　　　　　　梅高秀行理事長、旭日小綬章受章

平成１９(２００７)年　梅高秀行病没、梅高賢正理事長に就任

　　　　　　　　　　　　梅高浄祐東九州短期大学附属幼稚園 第二代園長に就任

平成２０(２００８)年　東九州龍谷高等学校、生活文化科募集停止

　　　　　　　　　　　　（財）短期大学基準協会による第三者評価において適格と認定される

平成２１(２００９)年　安部恭一 東九州龍谷高等学校 第九代校長に就任

　　　　　　　　　　　　創立１１０周年、東九州短期大学附属幼稚園創立３０周年記念式典挙行

平成２２(２０１０)年　東九州短期大学附属幼稚園新築工事竣工

　　　　　　　　　　　　東九州龍谷高等学校、生活文化科を廃止

平成２３(２０１１)年　梅高賢正 東九州短期大学 第六代学長に就任

平成２４(２０１２)年　東九州龍谷高等学校第１号館「至誠館」（しじょうかん）竣工

平成２５(２０１３）年  認定こども園東九州短期大学附属幼稚園開設

平成２６(２０１４）年  学校法人 扇城学園  新吉富保育所設置

　　　　　　　　　　　　 梅高賢正 認定こども園東九州短期大学附属幼稚園 第三代園長に就任

　　　　　　　　　　　　 梅高浄祐 新吉富保育所 初代所長に就任

　　　　　　　　　　　　 東九州龍谷高等学校屋内運動場改築工事施工

 　（4） 設置する学校・学科等の所在地

<短期大学>　東九州短期大学　 （大分県中津市大字一ツ松211番地）

食物栄養学科　・　幼児教育学科

<高等学校>　東九州龍谷高等学校　 （大分県中津市大字中殿５２７）

普通科・食物科・衛生看護科

<幼稚園>　　 認定こども園東九州短期大学附属幼稚園　 （大分県中津市大字一ツ松211番地）

<保育所>　　 新吉富保育所　 （福岡県築上郡上毛町大字安雲172番地1）

　　　　　　　　　　　　(財）短期大学基準協会による第三者評価において適格と認定される

平成２９(２０１７）年  東九州龍谷高等学校正門改修工事

平成２８(２０１６)年　宇都宮俊一 東九州龍谷高等学校 第十代校長に就任

平成２７(２０１５）年  東九州龍谷高等学校屋内運動場改築工事竣工



　 （６） 当該学校・学科等の入学定員、学生数の状況 平成28年5月1日現在

食物栄養学科 昭和42年 40 80 24 48

幼児教育学科 昭和43年 50 100 37 81

小　計 90 180 61 129

普通科 200 600 150 436

食物科 45 135 45 131

衛生看護科 40 120 29 109

小　計 285 855 224 676

535 1,195 350 973

　　（７） 卒業者数

開設年度設置する学校・学科

合　計

25,735

1,922

32,122

212

 東九州短期大学

 東九州龍谷高等学校

61

328

　認定こども園

　東九州短期大学附属幼稚園

65

収容定員

平成28年3月31日現在

入学者数

160 168160

在学者数

設置する学校

東九州龍谷高等学校

累　計

55 4,465

昭和23年

（単位：人）

平成28年度卒業者数

東九州短期大学

合　計

昭和55年
   認定こども園
      東九州短期大学
               附属幼稚園

 　（5）組織図
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　　(8)　役員・評議員の概要

　〔理事定数　　　9名　　　現員　　9名〕

　〔監事定数　　　2名　　　現員　　2名〕

　〔評議員定数　　19名　　現員　　19名〕

　　(9)　教職員の概要

（A）　役員の状況

（B）　評議員の状況
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Ⅱ 事業の概要 

（１）学校法人 扇城学園 
・龍谷総合学園 
  全国に広がる龍谷ネットワークで様々な交流（宗祖降誕奉讃法要・宗教教育研修会）、更には保

護者会の研修・交流等総合学園ならではの活動の輪も広がり、宗門校としての取り組みが出来まし

た。 
（２）東九州短期大学 
・食物栄養学科 

食物栄養学科は、教授 3 名、准教授 1 名、講師 1 名、助教 2 名および助手 2 名の教員構成で、栄

養士、栄養教諭などの専門職養成を目標として、実学に重点をおいた教育を行っている。2 年間の修

学の結果、指定の単位を修めることにより、栄養士免許、栄養教諭二種免許の他、協会認定資格試験

に合格することにより医事管理士、医療管理秘書士の資格が取得できる。平成 29 年 3 月に短期大学

士（食物栄養学）を授与された卒業生は 22 名である。このうち、栄養士免許取得者 19 名、栄養教

諭二種免許取得者 1 名、医事管理士資格取得者 4 名、医療管理秘書士資格取得者 6 名であり、以上

の免許資格すべてを取得した者はいなかった。栄養士免許取得のための必修専門科目の「給食実務学

外実習」などの科目が不合格となった 3 名は栄養士資格を取得できなかった。就職希望の卒業生 20
名の内 19 名が卒業までに内定を得ており、就職率は 95％であった。栄養士で就職した者は 10 名

（50％）、調理師・調理員として就職した者 4 名（20％）、食品検査 1 名、医療事務 1 名、一般事務

2 名および販売 1 名のその他の職種 5 名（25％）という内訳である。就職指導については、学生およ

び保護者との連絡を密にしながら就職担当とクラス担当教員の努力により、それぞれに適した就職先

が決まった。 
地域に開放された大学として一般社会人対象の公開講座を 9 月～12 月に 4 回開催した。今年度は

「シニアライフを楽しもう」を統一テーマに 3 講座を実施した（受講者延べ 72 名）。地域の小・中・

高校生を対象とした「夏期オープン講座(おいしい手作りパン講座)」（8 月、29 名）には食物栄養学

科の学生 5 名が補助に入った。また附属幼稚園の夏休みお泊り保育で、楽しいパン作り体験を行っ

た(7 月、年長組 47 名)。高大連携事業は、本年度も宇佐産業科学高等学校において 1 回の教育交流

（「郷土料理」実習、平成 29 年 2 月に高校 1 年生 34 名と短大 1・2 年生 8 名）を行った。一昨年度

から実施している、JA 大分中津事業所との連携事業 「キッズレストランなかつ （道の駅なかつの

研修室）」を平成 29 年 3 月に小学生 26 名を対象に開催した。食育授業と調理実習を行い、毎回 25
名前後の参加者があり、リピーターもいて好評である。 

地域活動としては大分県生活環境部食品安全・衛生課の事業である「大分食育人材バンク」へ登録

し、おおいた型食育「WA（○）SHOKU 運動」に参加している。「アースデイ中津」「キッズレスト

ランなかつ」「鶴居児童クラブフレンズ 子ども料理教室」等において“WASHOKU 隊”として活

動した。その他の活動としては、依頼を受けて大分県特産品の“シイタケ”を使用したレシピ開発を

目的とした調理実習を行ったり、中津市の地場産業育成を目指した地域特産品を利用した新商品開発

に携わった。 
 



・幼児教育学科  
幼児教育学科は、保育・教育・福祉をキーワードに子どもの幸せを願い、保育者として仕事に携わ

る人を養成しています。また、子育て支援、待機児童も増加している中、社会情勢に対応できる｢現

場に強い保育者｣としての能力の涵養を図っています。 
入学時、オリエンテーションの一貫として、児童養護施設栄光園、乳児院栄光園、青山保育所の研 

修を実施し、2 ヵ年の学習に対する意識の高揚を図りました。 
初年次導入教育としてゼミナールⅠ「保育者養成基礎講座」を開講し、保育者としての基本的な知 

識や技術を身につけることを行い、また、大学生としての学びや生活を円滑に過ごすことができるよ

うに、充実した内容で実施しました。このことは、学生としての学びの基本を身につけることから、

やがて保育・教育・福祉に関する専門的分野への実践学習へと進み展開させていきました。 
平成 28 年度も、希望する学生は幼稚園、保育所（園）をはじめ 100％専門職として就職しました。 

近年、求人件数が多く在学生の他、卒業生にも情報を提供しました。 
ホームカミングデーを実施した結果、多くの卒業生が参加し、教員・友人との懇談により、明日へ 

の活力となった様子でした。またリカレント教育としては、教員が講義終了後を利用し、卒業後も専

門職としての教育を受ける機会や、相談支援をすることができるよう配慮しました。 
児童文化事業として、「第 30 回記念チャイルドフェスティバル」を開催しました。今年度も、地域 

社会に貢献・寄与することを心がけて、中津文化会館大ホールに於いて開催しました。このことは、

総合表現としての子ども文化を学び、さまざまな表現の手法や子どもに関わる文化活動を実践的に学

びました。また、多くの子どもたちと感動を共にすることができ、保育者養成としての貴重な学修の

機会でした。 
福岡県立青豊高等学校との高大連携教育事業として、「保育基礎講座」を 2 回「保育実践講座」を 

4 回、計 6 回の講座を開講しました。また、東九州龍谷高等学校との高短連携プロジェクトとして、

３年生普通科普通コースの「保育基礎講座」「保育実践講座１」「保育実践講座２」「附属幼稚園一日

体験」「ピアノレッスン」を実施しました。また、２年生普通科普通コースの「保育基礎講座」「保育

実践講座」、１年生全体の「教育講演会」を開講しました。本願寺「宗祖親鸞聖人降誕会」讃歌衆出

演のための練習会を実施しました。 
中津文化 EXPO2016、おおいたうつくし推進隊活動、Earth Day Nakatsu2016、夏期オープン講 

座、地域交流、ボランティア活動等を積極的に行いました。 
 
（３）東九州龍谷高等学校 
教育方針 

親鸞聖人の「真実を求め 真実に生きん」を建学の精神として、教育基本法、学校教育法に則り、

高等普通教育及び専門教育を施し、報恩感謝の心を育み温和で知性と教養ある情操豊かな人格の育

成に務めています。更に地域社会に認められ、行きたい学校・行かせたい学校づくりを行っていま

す。 

教育環境の整備  

  中津市道路課が行う、龍谷高校西通り線道路改良事業のため校地の一部を売買し、正門改修事業

を行いました。それに伴い道路幅が拡張し生徒の登下校の安心・安全が確保された。更に駐車場の

アスファルト舗装施工、排水溝の改修により雨水等の対策が改善されました。 



教育目標 

  ■すべてのいのちを大切にする「平等」の精神、真実を求め真実に生きる「自立」の精神、常に

我が身を省みる「内省」の精神、生かされていることへの「感謝」の精神、人類の対話と共存を

願う「平和」の精神に基づき、生命を大切にする受容、共生、そして個を尊重する教育を目指し

ています。 

  ■国際化、情報化、少子高齢化、科学技術の発展や環境問題などの国際社会の状況の変化に柔軟

に対応できる個性的・創造的な人材の育成を図るとともに、思いやりやボランティア精神の育成、

社会性、倫理観、正義感等の情緒豊かな生徒の育成を重視した教育を目指しています。 

  （１）人間性豊かな国際社会に生きる人としての自覚を育成する。 

  （２）自学力、自考力を備えた人間を育成する。 

  （３）基礎・基本の確実な定着を図り、個性を生かす教育を充実する。 

  （４）創意工夫を生かし特色ある教育、特色ある学校づくりを進める。 

  ■挨拶日本一を目指す運動として全ての生徒が元気で明るく挨拶が出来る学校を目指していま

す。この実践を通して生徒１人ひとりが自信を持って高校生活を送り、企業、地域に認められ、

必要とされる生徒の育成に教職員一丸となって取り組んでいます。 

食物科 

  食物科は、調理師免許の取得を目標に一般科目、専門科目を学び、豊富な実習時間を確保し食に

対する技術力向上に努めています。更に、地域社会の食のプロを招聘し技術を学び、食に対する安

心・安全の意識・責任感を身に付けさせ、マナー力がＵＰしました。高短連携教育交流事業では、

東九州短期大学食物栄養学科の客員教授と学生を講師に郷土料理の製作実習を行い、古くから伝わ

る郷土の伝統料理を伝承しています。 

普通科普通コース 

  普通コースでは、１年次に基礎学力の充実を図り、２年次から進学・就職に対応した選択制カリ

キュラムで全員の進路実現を目指し、多様な興味・関心・能力・適性や将来の希望に沿った幅の広

い教育に取り組んでいます。又、高短連携プロジェクトについては、東九州短期大学幼児教育学科

への進学につながる高短連携教育交流事業を行いました。 

  更に保育講座やピアノレッスン、チャイルド・フェスティバル見学、附属幼稚園見学等を取り入

れ保育士養成に努めています。 

  スポーツ面においては、バレーボール部を筆頭に各部の技術・体力の向上・強靱な精神力の養成

に努め本校並びに大分県のスポーツ力のアップに貢献しました。 

普通科特別進学コース 

  特進コースでは、国公立大学、難関私立大学、防衛省・厚生労働省・国土交通省所管の大学校等

への合格者の増加を目指し、徹底した学力向上・受験に立ち向かう精神面の強化を行っています。

又、学習に集中出来る環境作りにも努め、放課後の個別指導を行い、更に長期休暇中の補習授業も

行いました。 

衛生看護科 

  衛生看護科では、一般科目、専門科目は勿論、実際に現場の状況を理解するため病院・施設等に

於いて実習を行い、心の優しい思い遣りのある礼儀正しいナースの育成に務め、卒業時に准看護師

資格試験合格１００％を目指しています。 



  更に個性と学力に応じた大学・短大・専門学校等への適切な進路指導を行います。又小児医療に

対する基礎知識を学ぶため幼稚園実習を行いました。 

人権教育 

  基本的人権の確立を目指す実践活動として、建学の精神である親鸞聖人のみ教え「真実を求め、

真実に生きん」の精神に立脚し、豊かな温かい人間関係の実現に務めています。具体的には一人ひ

とりの生徒を大切にする教育、一人ひとりを見落とさない教育を目標としています。 

龍谷総合学園 

全国に広がる龍谷総合学園ネットワークを利用して様々な交流を行います。更に東日本大震災ボ

ランティア活動・熊本地震ボランティア活動に参加し宗門関係学校間の連携を図るとともに、被災

者の心に寄り添い、被災地域の復興・発展に少しでも役に立てるような活動を行います。又、宗教

教育・人権教育の理解を深めるため生徒・教職員の研修に積極的に参加します。更に保護者会の研

修・交流を深め宗門校に通う子どもの保護者としての意識の高揚に務めます。また、仏教系グルー

プ「ｎｕｍ－ｎｕｍ ｇｉｒｌｓ」が本山での専如門主伝灯奉告法要協賛行事で多くの参拝者の前

で公演を行い好評を得ていました。 

社会貢献 

地域社会に信頼される学校を目指すために地域文化や伝統行事等については積極的に協力・参加

し、住民との触れ合いを行いました。又、公共事業等に於いて施設・設備等の提供を行い、社会貢

献を果たしました。 

スポーツ・文化・芸術 

本校及び大分県のスポーツ力の向上に貢献するため体力強化や技術力向上、精神力向上を目指し

ています。又、文化活動の推進にも力を入れ、吹奏楽部演奏活動、ボランティア活動等を積極的

に行いました。更に芸術に触れて人間性や情操豊かな感性を磨くことに務めています。  

 
（４）認定こども園東九州短期大学附属幼稚園 
 本園は、大乗仏教、別けても親鸞聖人の御教えに基づく「心の教育」を根底に置き、本園の中心的

精神として仏教の教えである「まことの保育」も加味して、思いやりとたくましさを備えた子どもの

育成を行ってきている。 
 教育目標には、養護と教育内容を幼稚園教育要領に準じ、バランスの取れた幼児期の教育を取り入

れ、人間形成期の最も重要な時期にふさわしい教育に取り組んできた。 
 平成 27 年度より「こども・子育て支援新制度」に移行したため、園長を中心に園内研修を設けた

り、また、28 年度の重点目標を掲げ、教職員一同取り組みを行った。併せて、通常の教育（保育）

に加え、5 つの特別保育に「ねらい」をしっかりと位置付け、実施した。 
内容は、 

  ①.まことの保育  ②.人権保育  ③.英語教育  ④.体育教室  ⑤.茶道教室 
の 5 項目である。 

中でも外部講師の指導を仰ぐ、英語教育、体育教室、茶道教室では、専門性の高い指導力で成果を得

ている。 
また、時代の要求に応える子育て支援も充実したと言える。 

（1）預かり保育 ― 午前 7 時 30 分～午後 18 時 30 分の 11 時間開所し、保育時間前後                               



の預かり保育を行った。また、長期休み中も希望者多数により受け入れを行

った。 
（2）保護者支援 ― トラブルや相談事項が発生した場合、園長、副園長、主幹保育教諭、担任等

でチームを組み、対応した。 
（3）子育て支援事業 ○未就園児体験入園（きらきらっこ） 本園 遊戯室に於いて 

             指導者 梶原 茜（園 主幹保育教諭） 
未就園児を対象に年間 15 回の体験入園を実施。 

             ２５組の親子が参加した。 
○親子体操教室      平成 28 年 12 月 12 日  

講師  太陽スポーツ 甲斐 睦記先生 
場所  本園 遊戯室に於いて 

○子育て講演会      平成 29 年 2 月 6 日 
             講師  大分おもちゃ図書館まこと   

場所  本園 遊戯室に於いて 
○子育て相談       本園 会議室に於いて 

対応者  梅高 聡子（園 副園長）    
年間 6 件の保護者の相談を受け付けた。 

 
また、大学の附属という立場上、諸々の実習の受け入れを行った。 

 〇東九州短期大学幼児教育学科 2 年生 33 名 
   期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 2 月 
 〇倉敷市立短期大学 1 年生 広池愛美子 
   期間 平成 28 年 7 月 19 日（ボランティア実習） 
   期間 平成 28 年 2 月 28 日～3 月 2 日 
 〇東九州龍谷高等学校衛生看護科 2 年生 42 名 
   期間 平成 28 年 11 月 14 日～11 月 18 日 
 〇幼高短連携プロジェクト「幼稚園見学」東九州龍谷高等学校 3 年生 16 名 
   期日 平成 28 年 7 月 28 日 
 〇中津市立緑ヶ丘中学校職場体験  受け入れ 4 名  
   期日 平成 28 年 7 月 12 日、7 月 13 日 
〇中津市立中津中学校職場体験  受け入れ 4 名  

   期日 平成 28 年 10 月 5 日 
 〇小学校との幼小連携実施 
   期日 平成 28 年度 年間 2 回出席 
      小楠小学校連絡協議会 
○5 歳児の小学校体験学習 

   期日 平成 29 年 3 月 
      北部・鶴居・小楠・豊田各小学校 

その他、食育については、園内菜園の野菜を給食に取り入れ、食べ残しゼロをめざして取り組んだ。 



（５）新吉富保育所 
公設民営化として、３年が経過した。今年度からは、民営の利を生かして、ある程度保育内容や行

事等について、柔軟な対応が出来るように配慮した。そして、保育理念「児童福祉法に基づき、保育

を必要とするすべての子どもに最もふさわしい、生活の場を確保し、育つ力と育て合う力を大切にし

た、子どもの最善の利益を保障する保育」をすすめてきたところである。 
また、入所園児の家庭と、地域の関係機関に対して人的、物的環境を整え、地域に必要とされる子

育て支援の拠点としての役割も果たせたものと確信している。 
保育目標・方針は、保育所保育指針の目的を取り入れ０歳から３歳未満児では、養護を中心にしっか

りと安心と安全の中、情緒安定を基盤とし、保育活動の充実を図った。３歳から５歳児においては、

養護と教育をしっかりと発達過程に合わせて、一人一人の子どもの育成を見据えた保育展開を図るた

め、東九州短期大学特任教授（本園客員主事・苦情処理解決委員）に、平均月一回の指導助言を受け

た。 
保育課程に挙げている各項目の評価は、以下に記述する。 
（１） 社会的責任 
子どもの人権・地域及び保護者への保育内容の開示、個人情報保護について、資料配布・町役場への

「連絡・報告・相談」、所内掲示、園だより、子どもの送迎時など随時行った。 
（２） 人権尊重 
「命を大切にする心、他人を思いやる心」を日常の保育の中にしっかりと取り入れ“やさしさと思い

やり”の姿が子ども達にも育ってきた。 
（３） 説明責任 
所内では、入所時、行事前、突発的な出来事、所内掲示など、また、地域社会へは、未就園児のいる

家庭への発信、近隣への発信、町の広報誌などの案内、ホームページなど多くの情報発信を試みた。 
（４） 情報保護 
保育について知り得た子どもや保護者に関する情報管理について、２、３、問題が生じたので、今後

に向けしっかりと取り組んでいきたい。 
（５） 苦情解決 
中立、公正な関与を取り入れるために出た案件について、２名の第３者委員（礒貝・松田両委員）に、

園長との信頼関係の元、適切に処理された。 
（６） 保育について 
各クラスごとに発達段階を踏まえ、子どもが意欲的に取り組める内容を検討し、すすめていった。 
〇延長保育については、 
午後７時前の延長保育ぎりぎりの迎えが遅い保護者も若干いて、保育士の負担が重くならないような

シフトの組み方をその都度変えていった。 
〇特別保育 
① 食育…地域の食育推進委員や食育ボランティアの方に協力を得られ、大変助かった。 

  ‥保護者への給食試食会、夏祭りの際の食べ物への援助を得た。 
② 英語…外部講師による月２回の教育活動（４．５歳児） 
③ 体育…外部講師による月４回の教育活動（３．４．５歳児） 
④ 絵画・リトミック…担当保育士による教育活動（全園児） 



（７） 小学校との連携 
〇５歳児担当保育士が園児の進学先にあたる小学校へ出向き、双方の研修会に参加した。 
〇小学校、教育委員会の視察及び意思疎通を図った。 
（８） 安全対策事故防止 
〇避難訓練（地震・火災・水難・防犯）を年中行事に取り入れ行った。 
（９） 研修について 
〇園内研修（Ｏ・Ｊ・Ｔ） 
 ・東九州短期大学 松田順子先生（本園指導主事）による月１～２回（午後１時～３時）本園職員

室にて行った。 
 今年度は、特に保育内容の充実を図るための環境、保育の工夫・実践内容の見直しを行った。 
 ・毎月の月案と実施後の週・日案の評価について松田先生の添削を受け、Ｐ.Ｄ.Ｃ.Ａサイクルにの

っとって、保育内容の充実を図った。 
 ・主任（大森）の月ごとの園全体の評価・反省についても、松田先生の添削を受け、園全体の運営、

保育内容、保護者対応について評価を受けた 
 ・主任と松田教授との細かなディスカッションにより、職員間のコミュニケーションと、保護者対

応に大きなミスもなく、円滑な運営が出来た。 
 
○所外研修（Ｏ・Ｆ・Ｆ・Ｊ） 

内容 月・日 担当（出張）者 

上毛町人権教育研究協議会 ５月２６日 大森 

マーチングセミナー ５月２７日 向野・小野田 

まことの保育一泊研修 ６月２・３日 梅高・福永・田久 

県保協乳児保育士研修会 ６月１４日 田久・柾木 

私学共済事務担当者連絡会 ６月２１日 長谷山 

上毛町第１回教育連携部会 ７月１日 大森 

全国私立保育園研修会 ７月４～６日 大森 

第１回幼保小部会全員研修会 ７月９日 大森・小野田・都甲 

上毛町第１回子ども読書推進協議会 ７月１３日 大森 

保育士会乳児研修会① ７月１３日 藤原・中山 

保育士研修会 ７月１５日 向野 

第３回九州三団体研究大会 ７月２０・２１日 大森・小野田・長谷山 

第３回九州三団体研究大会 ７月２１日 西耒路・向野 

チャイルド社幼児教育研修大会 ８月１・２日 福永 

保育士会乳児研修会② ８月１０日 藤原・中山 

第 18 回福岡市社会福祉事業団公開講座 ８月２１日 福永 

保育士研修会 ８月２３日 西耒路・柾木 

京築地方保育協会保育士会研修会 ８月２７日 廣瀬・田久 

県保協統合保育研修会 ９月２日 西耒路・廣瀬 



保育士研修会 ９月１６日 都甲 

京築地方保育協会保育士会研修会 ９月１７日 小野田・都甲 

保育士会乳児研修会③ ９月２３日 藤原・中山 

福岡県社会福祉大会 １０月２６日 大森 

県保協主任保育士研修会 １１月１日 大森 

豊築地区進保協進路問題小委員会 １１月５日 大森 

保育カウンセラー養成講座 11月 14～18 日 都甲 

上毛町読書推進協議会 １１月２４日 大森 

上毛町子育て力向上講習会 １月１８日 藤原・都甲・中山・柾木 

保育所職員総合研修会 １月１９日 梅高・福永・長谷山 

上毛町子育て向上委員会 １月３１日 大森・西耒路・小野田・廣瀬 

上毛町第３回子ども読書推進協議会 ３月１日 大森 

上毛町第３回教育連携部会 ３月６日 大森 

京築地方保育士会協会保育士会 ３月１３日 大森 

 
（１０）評価 

保育内容・指導計画・行事・保護者対応、関係機関との連携など、Ｐ.Ｄ.Ｃ.Ａサイクルにより、行った。 

（１１）行事 

内容 月・日 評価 

入所式 ４月１日 １５名の新入園児を迎え、進級式と共に新入・進級を祝っ

た 

芋のツルさし ５月１３日 安雲西営農組合の協力により、イモ畑を耕作できた 

花まつり ５月１６日 安雲光林寺まで白象を引っ張って行き、甘茶をかけて花ま

つりを祝った。 

親子遠足（自由参加） ５月２１日 希望者を募り自由参加。不参加児は通常保育を行った 

交通安全教室 ６月６日 上毛町各駐在所員による交通ルール実践指導及び、寸劇に

より、交通安全・防犯の再確認をした 

保護者参観 ６月１８日 体操教室の先生と身体を動かす、給食試食会。京築教育事

務所の先生の話。 

七夕まつり ７月７日 園内・道の駅、げんきの杜で、笹飾りをし、好評をいただ

いた。保育士による寸劇で七夕の由来をしる 

プール開き ７月１１日 プールでのお約束をしっかり伝え、楽しいプール遊びが広

げられた 

夏祭り ７月３０日 保護者協力の元、園主催による夏祭りが盛大に行われた 

年長組おとまり保育 ８月５・６日 子ども達手作りのカレーライスに舌鼓、げんきの杜の協力

による大浴場貸切。職員手作りの冒険大会、お泊りを体験。

大きな成長を感じた 

運動会 １０月８日 今年度も上毛町各小学校及び地域の方々から、指導のレベ



ルの高さと子ども達の頑張りに絶賛の声をいただいた 

年長組親子社会見学 １０月１４日 事故もなく楽しい親子の触れ合いの一日になった（うみた

まご） 

年中組社会見学 １０月１９日 いのちのたび博物館への社会見学に、子ども達も大喜びだ

った 

イモ掘り １１月９日 収穫量が例年より少なく、土地が固く苦戦した 

遠足 １１月１６日 成恒吉富神社参拝。礒貝宮司さんに七五三の祝詞をあげて

頂いた 

生活発表会 １２月１０日 各クラス各担任の工夫・アイデアにより、かわいい子ども

達の姿に保護者・地域の方々満足のいける声をいただいた 

冬のおたのしみ会 １２月２２日 上毛町議三田議員扮するサンタクロースを迎え、楽しいク

リスマス会が出来た 

節分 ２月３日 長谷山・福永先生の扮する鬼に子ども達は自分達の中に住

んでいるいろんな鬼退治ができた 

バザー ２月１８日 

 

保護者会主催。保護者による手作りおもちゃや年長組のお

店屋さんごっこを計画して頂き、楽しいバザーとなった 

ひなまつり ３月３日 おひな様を囲み、おひな様の由来の話を聞き雛祭りをお祝

いした 

お別れ遠足 ３月１１日 寒さにより近場で春探しを楽しみ、遊技場でみんなでお弁

当をいただいた 

お別れ給食パーティー ３月１７日 給食室の協力により、子ども達の大好きなメニューを例年

通りバイキング形式で全クラス遊技場でいただいた 

卒園式 ３月２５日 子ども達も姿勢正しく、厳かな良い卒園式となり、無事２

８名の卒園児を送り出した 

 
（１２）その他 

中学生（８名）高校生（３名）の見学実習また大学生による保育実習（２名）を受け入れた。 

今年度は、すべてにおいて順調に進むことができた。 

 



Ⅲ.　財務の概要

(単位 ： 円)
科　　　 　　目 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

  学生生徒等納付金収入 427,911,060 457,295,045 465,741,145 454,615,473 452,983,601

  手数料収入 15,950,400 16,235,700 16,719,800 15,329,000 15,488,200

  寄付金収入 7,279,642 4,243,428 10,059,336 9,623,139 7,822,944

  補助金収入 226,575,198 240,051,796 474,072,881 385,303,505 393,352,355

　　国庫補助金収入 30,622,000 31,300,000 204,970,530 133,445,560 26,172,000

　　地方公共団体補助金収入 195,953,198 208,751,796 269,102,351 251,857,945 367,180,355

  資産運用収入 523,801 471,372 589,007 0 0

　資産売却収入 0 503,568 0 0 3,928,050

　付随事業・収益事業収入 0 0 0 19,262,041 17,574,054

　受取利息・配当金収入 0 0 0 179,539 125,787

  事業収入 13,601,480 14,653,457 19,158,945 0 0

  雑収入 10,364,610 25,466,251 4,938,922 30,491,019 43,624,350

  借入金等収入 170,000,000 0 300,000,000 400,000,000 0

  前受金収入 64,983,776 69,046,773 70,646,463 67,328,213 56,985,639

  その他の収入 54,572,124 4,938,320 26,594,417 141,627,895 28,281,101

  資金収入調整勘定 △ 67,746,641 △ 91,179,406 △ 210,359,766 △ 96,588,729 △ 83,205,363

  前年度繰越支払資金 313,739,837 338,989,147 396,075,882 431,700,640 467,833,534

  収入の部合計 1,237,755,287 1,080,715,451 1,574,237,032 1,858,871,735 1,404,794,252

科　　　 　　目 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

　人件費支出 447,679,741 480,569,427 537,244,310 607,555,697 594,493,100

　教育研究経費支出 118,997,462 126,012,839 142,873,476 138,734,517 136,770,610

　管理経費支出 46,682,051 47,075,085 76,533,636 77,805,177 77,724,780

　借入金等利息支出 5,108,772 2,492,732 4,033,324 2,278,519 2,021,325

　借入金等返済支出 119,817,000 30,474,000 40,474,000 327,414,000 44,004,000

　施設関係支出 146,796,325 1,498,280 301,693,636 215,003,824 16,533,677

　設備関係支出 18,026,898 9,974,488 11,559,302 20,627,803 8,908,636

　資産運用支出 6,031,736 7,028,220 5,000,000 16,155,856 8,000,000

　その他の支出 5,935,532 10,928,970 31,275,031 11,625,074 29,538,259

　資金支出調整勘定 △ 16,309,377 △ 31,414,472 △ 8,150,323 △ 26,162,266 △ 22,046,868

　翌年度繰越支払資金 338,989,147 396,075,882 431,700,640 467,833,534 508,846,733

　支出の部合計 1,237,755,287 1,080,715,451 1,574,237,032 1,858,871,735 1,404,794,252

(１) 資金収支計算書 （５ヶ年比較　平成24年度～平成年28年度）

△ 100,000 
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平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

資金収支計算書 

当年度収入 当年度支出 当年度収支 翌年度繰越支払資金 

※当年度収入は、学生生徒納付金収入から資金収入調整勘定を指す。 
   当年度支出は、人件費支出から資金支出調整勘定を指す。 

（単位 ： 千円） 



(単位 ： 円)
科　　　 　　目 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

　学生生徒納付金 381,093,665 421,021,634 427,911,060 457,295,045 465,741,145

　手数料 16,100,660 15,585,300 15,950,400 16,235,700 16,719,800

　寄付金 6,007,111 13,423,570 7,279,642 4,243,428 197,015,328

　補助金 223,603,903 247,738,264 226,575,198 240,051,796 474,072,881

　　　　　国庫補助金 42,178,000 49,564,000 30,622,000 31,300,000 204,970,530

　　　　　地方公共団体補助金 181,425,903 198,174,264 195,953,198 208,751,796 269,102,351

　資産運用収入 785,912 731,460 523,801 471,372 589,007

　資産売却差額 29,999 26,344,350 0 0 0

　事業収入 13,350,257 13,573,572 13,601,480 14,653,457 19,158,945

　雑収入 10,488,604 24,822,247 11,044,770 25,466,251 4,938,922

　帰 属 収 入 合 計 651,460,111 763,240,397 702,886,351 758,417,049 1,178,236,028

　基本金組入額合計 △ 142,636,135 △ 75,608,469 △ 97,348,686 △ 32,973,945 △ 234,270,041

　消費収入の部合計 508,823,976 687,631,928 605,537,665 725,443,104 943,965,987

科　　　 　　目 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

　人件費 452,546,830 465,152,906 447,679,741 482,029,127 537,382,800

　教育研究経費 145,178,799 185,007,656 160,552,452 172,052,815 187,587,185

　管理経費 57,932,753 63,995,959 56,520,441 56,941,146 91,539,466

　借入金等利息 6,514,210 4,806,340 5,108,772 2,492,732 4,033,324

　資産処分差額 0 9,844,621 0 799,317 11,953,728

　徴収不能額 0 0 0 99,377 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0 0

　消費支出の部合計 662,172,592 728,807,482 669,861,406 714,414,514 832,496,503

　当年度消費収入超過額 0 0 0 11,028,590 111,469,484

　当年度消費支出超過額 153,348,616 41,175,554 64,323,741 0 0

　前年度繰越消費支出超過額 478,742,640 632,091,256 673,266,810 737,590,551 726,318,569

　基本金取崩額 0 0 0 243,392 0

　翌年度繰越消費支出超過額 632,091,256 673,266,810 737,590,551 726,318,569 614,849,085

　

　　　　　　　　　　　　　　　

（２）消費収支計算書 （５ヶ年比較 　平成22年度～平成26年度）

0 400,000 800,000 1,200,000
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雑収入 

消費収支の部 （帰属収入） 

消費支出の部 （単位 ： 千円） 

（単位 ： 千円） 
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（単位：円）

科　　　　　目 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

学生生徒等納付金 454,615,473 452,983,601 0 0 0

手数料 15,329,000 15,488,200 0 0 0

寄付金 8,123,139 6,816,944 0 0 0

経常費等補助金 383,463,505 391,442,355 0 0 0

　国庫補助金 132,605,560 26,172,000 0 0 0

　大分県補助金 187,733,625 193,787,183 0 0 0

　市町村補助金 4,143,450 4,250,950 0 0 0

　上毛町補助金 855,700 700,000 0 0 0

  施設型給付費 58,125,170 59,195,912 0 0 0

　保育給付費 0 107,336,310

付随事業収入 19,262,041 17,574,054 0 0 0

雑収入 30,491,019 24,736,350 0 0 0

教育活動収入計 911,284,177 909,041,504 0 0 0

科　　　　　目 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

人件費 591,126,587 608,938,400 0 0 0

教育研究経費 191,800,307 196,613,120 0 0 0

管理経費 92,440,091 89,679,734 0 0 0

徴収不能額 0 0 0 0 0

教育活動支出計 875,366,985 895,231,254 0 0 0

35,917,192 13,810,250 0 0 0

科　　　　　目 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

受取利息・配当金 179,539 125,787 0 0 0

その他の教育活動外収入 0 0 0 0 0

教育活動外収入計 179,539 125,787 0 0 0

科　　　　　目 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

借入金等利息 2,278,519 2,021,325 0 0 0

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出計 2,278,519 2,021,325 0 0 0

△ 2,098,980 △ 1,895,538 0 0 0

33,818,212 11,914,712 0 0 0

科　　　　　目 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

資産売却差額 0 3,364,260 0 0 0

その他の収入特別収入 3,340,000 21,804,000 0 0 0

特別収入計 3,340,000 25,168,260 0 0 0

科　　　　　目 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

資産処分差額 2 0 0 0 0

その他の特別支出 0 0 0 0 0

特別支出計 2 0 0 0 0

3,339,998 25,168,260 0 0 0

〔予備費〕
37,158,210 37,082,972 0 0 0

△ 99,434,969 △ 67,544,780 0 0 0
△ 62,276,759 △ 30,461,808 0 0 0

△ 614,849,085 △ 676,778,500 0 0 0
347,344 157,739 0 0 0

△ 676,778,500 △ 707,082,569 0 0 0

914,803,716 934,335,551 0 0 0

877,645,506 897,252,579 0 0 0
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(単位：千円) 



（４）貸借対照表 （５ヶ年比較　平成24年度～平成28年度）

科　　　 　　目 平成２４年度 平成２5年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２8年度

　固定資産 1,809,007,764 1,770,374,957 2,204,127,985 2,388,199,474 2,349,130,742

　　 有形固定資産 1,614,524,026 1,568,862,999 1,997,616,027 2,162,424,690 2,115,443,832

　　　特定資産 0 0 0 158,992,150 161,992,150

　 　 その他の固定資産 194,483,738 201,511,958 206,511,958 66,782,634 71,694,760

　流動資産 357,305,409 435,941,443 586,581,068 507,734,314 539,133,021

　資産の部合計 2,166,313,173 2,206,316,400 2,790,709,053 2,895,933,788 2,888,263,763

科　　　 　　目 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

　固定負債 250,754,774 221,994,784 188,594,114 518,397,344 486,931,634

　流動負債 122,983,872 147,744,554 419,798,352 158,061,647 144,774,360

　負債の部合計 373,738,646 369,739,338 608,392,466 676,458,991 631,705,994

科　　　 　　目 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

 第１号基本金 2,473,165,078 2,505,895,631 2,740,165,672 2,839,253,297 2,906,640,338

 第2号基本金 0 0 0 0 0

 第3号基本金 0 0 0 0 0

 第4号基本金 57,000,000 57,000,000 57,000,000 57,000,000 57,000,000

 基本金の部合計 2,530,165,078 2,562,895,631 2,797,165,672 2,896,253,297 2,963,640,338

科　　　 　　目 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

 翌年度繰越消費支出超過額 737,590,551 726,318,569 614,849,085 0 0

 翌年度繰越収支差額 △ 737,590,551 △ 726,318,569 △ 614,849,085 △ 676,778,500 △ 707,082,569

科　　　 　　目 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

 負債及び純資産の部合計 2,166,313,173 2,206,316,400 2,790,709,053 2,895,933,788 2,888,263,763

(単位 ： 円)
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（単位 ： 千円） 

（単位 ： 千円） 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

負債及び純資産の部合計 
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比　　率　　名　 計算式（×100） 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
全国平均
（27年度）

基準

人件費

経常収入

人件費

学生生徒等納付金

教育研究経費

経常収入

管理経費

経常収入

借入金等利息

経常収入

学生生徒等納付金

経常収入

寄附金

事業活動収入

補助金

事業活動収入

基本金組入額

事業活動収入

経常収支差額

経常収入

教育活動収支差額

教育活動収入計

2.　貸借対照表関係比率

比　　率　　名　 計算式（×100） 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
全国平均
（27年度）

基準

固定負債

総負債＋純資産

純資産

負債＋純資産

固定資産

純資産

固定資産

純資産＋固定負債

流動資産

流動負債

総負債

総資産

総負債

純資産

現金預金

前受金

運用資産

要積立額

    ※ 運用資産＝現金預金＋特定資産＋有価証券

    ※ 要積立額＝減価償却累計額＋退職給与引当金＋2号基本金＋3号基本金

（5）財務分析（5ヶ年比較）

1.　事業活動収支計算書関係比率

  ※1） 表中の全国平均比率欄に記載している比率は、短期大学法人の平成２７年度全国平均を表示しています。

　   　（「今日の私学財政」　日本私学振興・共済事業団　（以下　「事業団」　）著より）

  ※2） 基準欄の評価符号は、事業団が設定した符号を用いています。事業団では財務比率の高低の評価を、次のとおり定めています。

　　　　　「△：高い方がよい　　　▼：低い方がよい　　　～：どちらともいえない」

② 純 資 産 構 成 比 率

③ 固 定 比 率

④ 固 定 長 期 適 合 率

⑤ 流 動 比 率

⑥ 総 負 債 比 率

⑦ 負 債 比 率

⑧ 前 受 金 保 有 率

⑨ 積 立 率

① 人 件 費 比 率

② 人 件 費 依 存 症

③ 教 育 研 究 経 費 比 率

④ 管 理 経 費 比 率

⑤ 借 入 金 等 利 息 比 率

⑥学生生徒等納付金比率

⑦ 寄 付 金 比 率

⑧ 補 助 金 比 率

⑨ 基 本 金 組 入 率

⑩ 経 常 収 支 差 額 比 率

⑪教育活動収支差額比率

① 固 定 負 債 構 成 比 率

67.0%

△

0.0% 0.0% 0.0% 50.7% 51.1% 77.3% △

521.7% 573.6% 611.1% 694.9% 892.9% 462.3%

▼

20.8% 2.5% 30.7% 30.5% 28.0% 12.9% ▼

17.3% 16.8% 21.8% 30.5% 28.0% 11.4%

▼

290.5% 295.1% 139.7% 321.2% 372.4% 301.6% △

88.5% 86.0% 101.5% 87.2% 85.6% 88.8%

△

100.9% 96.4% 111.2% 107.6% 104.1% 94.9% ▼

82.7% 83.2% 71.0% 76.6% 78.1% 88.6%

△

    ※ 経常収入＝教育活動収入＋教育活動外収入計

    ※ 経常支出＝教育活動支出＋教育活動外支出計

11.6% 10.1% 6.8% 17.9% 16.9% 6.1% ▼

0.0% 0.0% 0.0% 3.9% 1.5% △0.6%

△

0.0% 0.0% 0.0% 3.7% 1.3% 0.8% △

13.8% 4.3% 30.9% 10.9% 7.2% 11.1%

△

32.2% 31.7% 40.2% 41.9% 41.9% 26.9% △

1.0% 0.6% 16.7% 0.9% 0.7% 2.1%

▼

60.9% 60.3% 39.5% 49.9% 49.8% 62.7% ～

0.7% 0.3% 0.3% 0.3% 0.2% 0.3%

△

8.0% 7.5% 7.8% 10.1% 9.9% 10.9% ▼

22.8% 22.7% 15.9% 21.0% 21.6% 27.3%

63.7% 63.6% 45.6% 64.9% 60.6% ▼

104.6% 105.4% 114.1% 130.0% 134.4% 96.6% ▼



【財務分析の説明】 
 
 
【事業活動収支計算書関係比率】 
 
① 人件費比率 
 
  人件費の経常収入に占める割合を示す比率であり、人件費は経常支出のなかで最大の部分を占めているため、この比率がとくに高 
  くなると、経常支出全体を大きく膨張させ経常収支の悪化を招きやすい。 
 
② 人件費依存率 
 
  人件費の学生生徒等納付金に対する割合を示す比率であり、人件費は学生生徒等納付金で賄える範囲内で収まっている（100％を超  
  えない）ことが理想的である。低いほうが望ましい。 
 
③ 教育研究費比率 
 
  教育研究経費の経常収入に対する割合である。この経費は学校法人の本業である教育研究活動の維持・発展を支える共に、経常費  
  等補助金の配分とも深く関係する重要な費用であり、この比率が高くなることが望ましい。 
 
④ 管理経費比率 
 
  経常収入に対する管理経費の占める割合である。管理経費は教育研究活動以外の目的で支出される経費であり、学校法人の運営の 
  ため、ある程度の支出は止むを得ないものの、比率としては低い方が望ましい。 
 
⑤ 借入金等利息比率 
 
  経常収入に対する借入金利息の占める割合である。この比率は、学校法人の借入金等の額及び借入条件等の影響を受け、貸借対照  
  表の負債状態が事業活動収支計算書にも反映しているため、学校法人の財務を分析する上で重要な財務比率の一つである。この比  
  率は低い方が望ましい。 
 
⑥ 学生生徒等納付金比率 
 
  学生生徒等納付金の経常収入に占める割合である。学生生徒等納付金は、学生生徒等の増加又は減少に並びに経済動向等による  
  学費の改定等によって影響を受けるが、学校法人の経常収入のなかで最大の比重を占めており、重要な自己財源である。したがって、  
  この比率は、安定的に推移することが経営的に望ましい。 
 
⑦ 寄付金比率 
 
  寄付金の事業活動収入に占める割合である。寄付金は私立学校にとって重要な収入源であり、一定水準の寄付金収入を継続して確 
  保することが経営の安定のためには好ましいことである。今後の学校経営においては、学内の寄付金募集体制を充実させ、一定水準 
  の寄付金の安定的な確保に努めることの重要性が高まっている。 
 
⑧ 補助金比率 
 
  国又は地方公共団体からの補助金の事業活動収入に占める割合ある。学校法人において、補助金は一般的に学生生徒等納付金に 
  次ぐ第二の収入源である。この比率が高いということは、自助努力による多様な取り組みが評価されているという表れでもある。 
 
 
⑨ 基本金組入率 
 
  事業活動収入の総額から基本金への組み入れを示す割合である。大規模な施設等を単年度に集中して行った場合は、一時的にこの 
  比率が上昇することとなる。学校法人の諸活動に不可欠な資産の充実のためには、基本金への組入れが安定的に行われることが望ま 
  しい。 
 
 
⑩ 経常収支差額比率 
 
  経常的な収支バランスを表す比率として新設されたものです。経常収入から経常支出を差し引いた経常収支差額の経常収入に対する  
  割合である。この比率は臨時的な収支を考慮しない、通常の事業活動による収支バランスを示す比率のため、支出超過の場合は、財 
  政がひっ迫していることを表しており、早急な改善が求められる。経営の健全性を表す代表的な指標であり、この比率が高ければ高い 
  ほど、経営に余裕があると考えられ、施設設備の取換更新や新規投資に向ける資金を確保できることになる。 
 
 
⑪ 教育活動収支差額比率 
 
  教育活動の収支収支バランスを表す比率として新設されたものです。学校本来の教育活動による収支差額を表しており、教育活動収  
  入の範囲内で、どの程度余裕を持って運営できているかを把握することができる。経常収支差額比率と同様、この比率が高ければ高  
  いほど、施設設備投資に充てる資金を確保できていることになるが、教育研究の維持・発展のための経費が十分かつ効果的に支出  
  されているかという観点からの判断も必要となる。 
 



 
【貸借対照表関係比率】 
 
① 固定負債構成比率 
 
  固定負債の「総負債および純資産の合計額」に占める構成割合で、主に長期的な債務の状況を評価するものであり、流動負債構成比 
  率とともに負債構成のバランスと比重を評価する指標である。 
 
② 純資産構成比率 
 
  純資産の「総負債および純資産の合計額」に占める構成割合で、学校法人の資金の調達源泉を分析する上で、最も概括的で重要な 
  指標である。この比率が高いほど財政的に安定しており、逆に50％を下回る場合は他人資金が自己資金を上回っていることを示してい 
  る。 
 
③ 固定比率 
 
  固定資産の純資産に対する割合で、土地・建物・施設等の固定資産に対してどの程度純資産が投下されているか、すなわち資金の調 
  達源泉とその使途とを対比させる比率である。 
 
④ 固定長期適合率 
 
  固定資産の、純資産と固定負債の合計値である長期資金に対する割合で、固定比率を補完する役割を担う比率である。 
  固定資産の取得を行う場合、長期間活用できる安定した資金として自己資金のほか短期的に返済を迫られない長期借入金でこれを  
  賄うべきであるという原則に対してどの程度適合しているかを示している。この比率は100％以下で低いほど理想的とされている。 
 
⑤ 流動比率 
 
  流動負債に対する流動資産の割合である。一年以内に償還又は支払わなければならない流動負債に対し、現金預金又は一年以内   
  に現金化が可能な流動資産がどの程度用意されているかという、学校法人の資金流動性すなわち短期的な支払い能力を判断する  
  重要な指標の一つである。一般に金融機関等では、200％以上であれば有料とみなしており、100％を切っている場合には、流動負債  
     を固定資産に投下していることが多く、資金繰りに窮する 
 
⑥ 総負債比率 
 
  固定負債と流動負債を合計した負債総額の総資産に対する割合で、総資産に」対する他人資金の比重を評価する極めて重要な比率  
  である。この比率は一般に低いほど望ましく、50％を超えると負債総額が純資産を上回ることを示し、さらに100％を超えると負債総額が 
  資金総額を上回る状態、いわゆる債務超過であることを示す。 
 
⑦ 負債比率 
 
  他人資金と自己資金との割合で、他人資金である総負債が自己資金である純資産を上回っていないかを測る比率であり、100％以下  
  で低い方が望ましい。この比率は総負債比率、純資産構成比率と相互に関連しているが、これらの比率よりも顕著に差を把握すること 
  ができる。 
 
⑧ 前受金保有率 
 
  前受金と現金預金との割合で、当該年度に収受している翌年度分の授業料や入学金等が、翌年度繰越支払資金たる現金預金の形  
  で当該年度末に適切に保有されているかを測る比率であり、100％を超えることが一般的とされ高いほど良い。 
 
⑨ 積立率 
 
  学校法人の経営を持続的かつ安定的に継続するために必要となる運用資産の保有状況を表す比率として新設されたものである。 
  一般的にこの比率は高い方が望ましい。 
 
 
 



 　Ⅰ 資産総額 円

　　    　内　基本財産 円

　　　     　　運用財産 円

　 Ⅱ 負債総額 円

 　Ⅲ 正味財産 円

 　資 産 額

　　1　基本財産

　　　　　　  土地 ３７,７４３  ㎡ 231,558,176 円
　　　　　　　建物 １７,９２０ ㎡ 1,748,136,931 円
　　　　　　　図書 35,064,035 円
　　　　　  　教具・校具・備品 58,335,297 円
　　　　 　 　その他 46,443,153 円

 　 2  運用財産

　　　　　　　現金預金 508,846,733 円
　　　　　　　その他 259,879,438 円

　 資　　産　　総　　額 2,888,263,763 円

　 負 債 額

　　1  固定負債

　　　　　　　長期借入金 420,893,000 円
　　　　　　　その他 66,038,634 円
　  2  流動負債

　　　　　　　短期借入金 44,004,000 円
　　　　　　　その他 100,770,360 円

　 負　　債　　総　　額 631,705,994 円

2,256,557,769 円　正味財産 （資産総額－負債総額）

区　　　分 金　　額

2,888,263,763

2,119,537,592

768,726,171

631,705,994

(6)　財 産 目 録

2,256,557,769

平成29年3月31日

財　　産　　目　　録


	①事業報告書（かがみ）
	②Ⅰ法人の概要(1)～(9)
	(1)～(7)法人の概要
	（8）～(9)役員

	③Ⅱ事業の概要(短高幼新）
	④〔H28～27〕Ⅲ財務の概要(1～4）
	資金収支
	事業活動
	消費収支
	貸借対照表

	⑤〔Ｈ28～27〕Ⅲ財務の概要(4)財務分析と説明
	【A】(５ヶ年比率 Ｂの数字を入力すると％が移行する）

	⑥Ⅲ財務の概要(6)財産目録
	財産目録


